
行政評価シート（事務事業評価） 評価年度 28年度 

事業名 青少年対策事業 担当課 教育課

細分化した事業名 青少年対策事業

１ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の計画的位置づけ 

基本方向 将来を担う子どもをのびのび育むまちづくり

第６次長期総合計画での目的体系 政策 子どもが夢を持ち続けることができる教育の充実

施策 青少年の健全育成と社会参加

関連する個別計画等 根拠条例等

２ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の概要 

事業の目的

青少年育成推進員の活動支援並びに、青少年育成団体と地区で実施する地区美化運動への社会参加活動を通じ

て、子どもたちに自立と社会性を身につけ、心豊かな青少年の健全育成を図る。

事業の手段 

・青少年育成推進員への報酬。

・事業実施団体（青少年育成韮崎市民会議）への補助。

事業の対象

市民及び青少年育成団体 

３ 実施（ＤＯ）：投入費用及び従事職員の推移（インプット＝費用＋作業） 

25 年度 26 年度 27 年度

A 事業費 (千円) 336 360 339
財
源
内
訳

国・県支出金

その他（使用料・借入金ほか）

一般財源 336 360 339

B 担当職員数（職員 E） (人)  0.73  0.46  0.46

C 人件費(平均人件費×E) (千円) 4,738 3,125 3,089

D 総事業費(A+C) (千円) 5,074 3,485 3,428

主な事業費用の

説明 
事業実施団体（青少年育成韮崎市民会議）への補助金。

注〉平均人件費は各年度決算額(職員給与費)から算出した 25 年度（6,491 千円）,26 年度（6,794 千円）,27 年度（6,715 千円）を使用しています。 

４ 実施（ＤＯ）：事業を数字で分析（アウトプット＝事業量）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度 

活動指標

１
青少年育研修会開催
数

青少年教育研修会開催回数 1 1 1

２
街頭キャンペーン参
加者数

有害図書撲滅街頭キャンペーン参加
者数 

27 26 29

３

有害図書類等自動販

売機、コンビニ悪書立
ち入り検査回数

有害図書類等自動販売機及びコンビ

ニ店への立ち入り調査
1 1   1 

妥当性 □ Ａ 妥当である ■ Ｂ ほぼ妥当である □ Ｃ 妥当でない

上記活動指標と妥当性
の説明

１

毎年青少年育成団体の関係者（公民館、民生委員、育成会等）を対象に、「危険ドラッグの真実」、「ス

マートフォンのトラブルから子供を守る」といった演題で研修を実施し、指導者の質の向上を図って
いる。

２
毎年 11 月にライフガーデン他２か所において啓発品とチラシを配布している。参加者は微増である
が、啓発品は１時間と持たず配布してしまう。

３
市内にある有害図書類等自動販売機は現在１台のみとなっている。（１０年前には３２台の設置を確
認）また、コンビニエンスストアに抜き打ちで立ち入り、成人向け雑誌が一般雑誌と区別されている
か、帯が付いているかなどを調査している。



５ 評価（ＣＨＥＣＫ）： 事務事業評価 （アウトカム＝成果・効果）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度

成果指標 

もしくは 

まちづくり

指標

１
青少年育研修会参加者数 研修会への参加者数（人） 92 68 59

２
有害図書回収冊数 白ポスト投入冊数

（DVD含む）
27 38 21

３

コンビニでの悪書販売状

況

違反件数 0 0 0

成 果 □ Ａ 上がっている ■Ｂ ほぼ上がっている □ Ｃ 上がっていない

上記指標の妥当性と成
果の内容説明

１
研修内容もその時勢に合わせたものにしているが、年々参加者数が減っている。

２
年度により回収冊数にばらつきがあるが、２７年度は前年に比べ減少した。

３
市内のコンビニエンスストアにおいては、成人向け雑誌は一般雑誌とラックが区分されており、ま
た、開封して中身が見えないよう帯がしてある状態で販売されている。

事務事業総合評価 □ Ａ 期待以上に達成 ■ Ｂ 期待どおりに達成 □ Ｃ 期待以下の達成

６ 改善（ACTION）：今後の事務事業の展開

□ 拡大（コストを集中的に投入する） ■ 一部改善（事務的な改善を実施する）

今後の事業展開
□ 全部改善（内容・手段・コスト・実施主体等

の見直しが必要）

□ 縮小（規模・内容を縮小、又は他の事業と統合

する）

□ 廃止（廃止の検討が必要）

事
務
事
業
の
改
善
案

改善の概要・方向性（いつまでに、どういう形で具体化するのか）

28年度の改善計画（今後の事業展開説明）
有害図書販売機機については、ここ数年の運動の成果とメディアの発達などで激減した。一定の効果が得られ
たため、総会の了承を得たうえ５月に駅前白ポストについては撤去を行った。今後は有害図書撲滅を訴えると共
に、「声かけ・あいさつ運動」の啓発を行っていくと共に、コンビニへの立ち入り調査は継続して青少年の健全
育成に努めていく。

過去
の 
改善
経過

・平成２４年度の事務事業外部評価において各地区育成会活動への補助金（５万円限度、１/2補助）は廃止。 
・平成２７年度より、青少年育成韮崎市民会議補助金を１５％削減。（30万円⇒25.5万円） 

課長所見 青少年対策は時代に合った事業展開とするよう研究が欠かせない。


